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大学を中心とした地域情報化
―アカデミック・デジタルコミュニティ創造の試み―

井 上　 明

あらまし

　地域情報化とは、地域に暮らす我々の生活を、
様々な電子メディアの活用によって、より豊か
なものにする活動である。本研究では、地域情報
化のコンテンツにあたる部分として「教育」に着
目し、大学を情報化活動の中心組織とした地域
教育機関連携の、教育分野による地域情報化を
提案する。
　この大学を中心とする地域情報化を「アカデ
ミック・デジタルコミュニティ」と呼ぶ。アカデ
ミック・デジタルコミュニティとは、大学が中心
となり地域教育機関・それに関係する個人から
提案されるコンテンツ・アイデアを共に実現し
ていく、共同開発型の情報化コミュニティであ
る。活動を通して、現代の情報化社会が抱える
様々な問題解決を図り、教育を中心とした地域
情報化の実現を試みるものである。
　アカデミック・デジタルコミュニティの実践
として、大阪工業大学*1と近隣高校である大阪府
立牧野高校との、大学・高校連携による教育分野
デジタル・シティ構築をスタートした。３次元画
像記述言語3DMLを使用し、インターネット上
に仮想の街を構築する。その中心として大阪工
業大学と牧野高校の３次元画像を位置付け、
ホームページ、各種教育コンテンツなどを公開
し、誰でも利用可能にする。このような実践活動
を通して、教育関係者、生徒、保護者等と仮想・
現実の両方でコミュニケーションを図る。そし
て、アカデミック・デジタルコミュニティの効
果、可能性等を明かにし、高度情報化社会に必要
な新しい地域情報化政策論を考察する。

１．高度情報化社会へ向けての地域情報化
と教育分野情報化の現状

１.１　地域情報化とは

　インターネットを始めとする情報通信技術の
発展は、人々の生活様式、産業構造、都市構造な
どを大きく変化させてきている。我が国のイン
ターネット利用者が1700万人を突破し、2005年
には人口の約半分の7130万人になるといわれて
いる。インターネットの利用者が増えるにつれ、
人々は生活に情報通信ネットワークを使い始め
る。つまり、企業間電子商取引やエレクトロニッ
ク・コマースだけでなく、より我々の生活に近い
ところに情報化が進展する。
　情報化のひとつに地域における社会情報のシ
ステム化がある。個人生活・教育・医療・防災・
交通・福祉・産業等に関する情報の伝達、および
それによって成立する社会的関係を情報通信技
術を活用し、より豊かな生活の実現を目指すも
のである。
　つまり、地域情報化とは、一定地域内の情報通
信ネットワークを構築することによって、情報
の生産と消費の両過程において情報流通を活性
化し、地域の発展や地域住民の生活向上を図る
活動である。
　従来は、情報産業の振興や、通信ネットワーク
網の整備などの推進を主な対象としていたが、
近年では、行政・市民情報、教育、住民の医療・
福祉といった生活や社会面での情報化に重点が
移ってきている。
　ではなぜグローバリゼーションの潮流の中で、

＊1 筆者前勤務先(大阪工業大学情報センター)。
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地域の情報化が議論されるのであろうか。イン
ターネットは国境を超え、時間と空間の制約を
感じさせないコミュニティ空間を生み出した。
また、電子メールやホームページにより情報を
受け取るだけでなく、自由に情報を発信するこ
とを可能にした。つまり、有史より続いてきた人
間の基本的なコミュニティ形成の条件であった
時間的空間的制約下で成立していたコミュニ
ティとは別の、ネットワークで繋がったバー
チャル空間での人々の共同体ができあがるので
ある。これらは「地図にないコミュニティ」(G.ガ
ンバート)や「メディア・コミュニティ」(M .
ウェッバー)などと言われている。
　一方、産業界を中心に起こっているグローバ
ル・スタンダードへの対応は大企業から地域の
企業をも巻き込み急速に進んでいる。ISOなどの
国際標準化やインターネットによる電子商取引
などが、地元の企業を地域産業から世界規模の
競争の中へ強制的に参加させている。一般消費
者がホームページから世界各地の商品を購入し、
親企業から ISOに対応した製品作りを求められ
た為、その子会社もグローバル・スタンダードへ
の対応を求められるようになった、等はその一
例であろう。
　これらの説明は地域の情報化とは関係がない
ように思える。しかし、ここに地域情報化の必要
性がある。地域情報化の理由とは「地域生活の場
における最適なコミュニケーションの確保によ
る日常的生活欲求の充足」と「地域アイデンティ
ティの確立と情報格差の是正による地域の自立

促進」であると考える。
　つまり、いくらインターネット上で共通の趣
味や話題の仮想コミュニティが形成されてもそ
れは日常生活におけるほんのわずかな部分でし
かない。人々は生活の安定や安全、環境の良さ、
快適性などを期待して日々の生活を送っている
のである。いかにメディアが多様化し、地域外の
多くの情報にアクセスできても、地域社会固有
の共同の課題、問題は無くならない。例えば、阪
神大震災で再認識された防災や、教育・福祉など
は地域社会に密接に関係している。また、米国の
統計によると、家庭の収入の約8割までが自宅か
ら20マイル以内で使われている。インターネッ
トの発達した米国でさえ、経済活動がいかにグ
ローバルになったとは言え、生活は依然として
ローカルなのである[石田99]。
　例えば、介護を必要とする人たちにとっては
世界規模のネットワークのニーズはそれほど切
実ではない。むしろ必要なのは、会おうとすれば
会える程度の距離に住むボランティアのネット
ワークである。日常の生活に本当に必要な情報
を誰でも簡単に手に入れる。そして自ら情報を
発信する。今までの時間的空間的制約下でのコ
ミュニティが全て、バーチャルなコミュニティ
に置き換わるのではなく、フェイストゥフェイ
スのコミュニティをさらに拡大し、それを補う
道具としてインターネットなどを利用した身近
な情報化が必要なのである。
　また、地域情報化にはさまざまな側面がある。
産業界ではインターネットにより、瞬時に世界

構　想　名� 担当省庁� 開始年� 指定地域�
(1999年現在)

備　　　考�

1 テレトピア構想� 郵政省� 1983年� 180

2 ハイビジョンシティ構想� 郵政省� 1988年� 40

3 ニューメディアコミュニティ構想� 通産省� 1983年� 94

4 情報化未来都市構想� 通産省� 1986年� 16

5 頭脳立地構想� 通産省� 1988年� 26

6 ハイビジョン・コミュニティ構想� 通産省� 1989年� 53

7 リーディングプロジェクト「地域情報化対策」� 自治省� 1990年� 15
8 地域情報ネットワーク整備構想� 自治省� 1991年� 37

9 インテリジェント・シティ構想� 建設省� 1986年� 53 1988年度以降新規指定無�

10 グリーントピア構想� 農水省� 1985年� 53 1988年度以降新規指定無�

表１　代表的な国の地域情報化政策

出典）［情報通信］pp186表一部修正
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各地から最も安い製品を購入できるようになり
つつある。これは、たとえ地方に立地する中小企
業であっても他に負けない技術や特色があれば、
世界的な競争に立ち向かっていける。これも地
域情報化の一例である。具体的には、製品接続
を溶接から一体成形の新技術を開発した地方の
下請け企業が、米国の大手メーカーとの取引に
成功した、などがある。地域情報化による社会に
与える影響は産業だけでない。文化・政治・教育
なども地域のもつアイデンティティとなり、良
いものはその地域だけでなくグローバルに影響
を及ぼす可能性を生み出す。
　今まで、情報は大都市を中心に動いていた為、
地方は都市の情報の収集や獲得をひたすら目指
してきた。その結果、自らも都市になろうとして
いたのである。言いかえれば日本全国ミニ東京
化を目指していた。しかし、情報化が進むことで
都市を経由しなくても情報を受発信できるよう
になる。つまり、地域自らがそのアイデンティ
ティを元に、様々な情報をグローバルに受発信
することで、大都市の従属ではない地域の自立
が図れると言える。

１.２　地域情報化の現実

　現在までに行政を中心として数多くの地域情
報化のプロジェクトが進行してきた。我が国の
地域情報化の構想は1980年代に、東京への一極
集中が進行するなかで登場した。
　国際化、情報化、高齢化等の新しい社会環境の
もとで、日本全体としてどのように対応すべき
かの方針として、1986年に第四次全国総合開発
計画(四全総)が策定された。このような時代背景
の中、各省庁は相次いで情報化構想を創設し始
めた。
　まず、1983年に郵政省がテレトピア構想を発
表し、通商産業省はニューメディア・コミュニ
ティ構想を発表した。両構想に続いて、農林水産
省がグリーントピア構想、建設省がインテリ
ジェント・シティ構想を相次いで創設した。さら
に、郵政省のハイビジョンシティ構想やテレコ
ムタウン構想、通商産業省の情報化未来都市構
想やハイビジョン・コミュニティ構想、自治省の
コミュニティネットワーク構想など、次々と国
の情報化政策が作られた(表1.代表的な国の地域

情報化政策)。
　一方、こうした省庁ごとの地域情報化政策と
は別に、自治省は1990年に「地方公共団体にお
ける地域の情報化の推進に関する指針」を示し
た。同指針は、地方自治体が地域情報化計画を策
定することに対して地方交付税措置の形で財政
支援を行うとした。この指針が引き金となり、さ
らに多くの地方自治体が情報化に関する構想や
計画作りに着手した。
　しかし、実際には、その高い理想と期待とは裏
腹に、実際の状況はかなり厳しいものとなって
いる。テレトピア構想は、計画から約12年後の
システムの未稼動が約40％となっており、順調
に推進されているとは言いがたい。ニューメ
ディアの旗印のもと、キャプテン・システムや
VANといった数多くの情報システムが導入され
たが、実際の我々の生活とは遠いところで作ら
れ、そして消えていった。
　行政主導の地域情報化が普及しなかった大き
な原因は、「ハードウェア整備を中心としたコン
テンツ不在の情報化」、「情報化牽引組織の選択
ミス」である。行政主導の地域情報化プロジェク
トの多くは、キャプテン・システムやCATVなど
のハードウェアの整備・充実化を中心に進めら
れていた。そして、ハードウェア導入後にどう
いった具体的情報・サービスを誰向けに提供す
るかがあいまいであった。その多くは国主導の、
コンサルタント任せのプランニングであり、地
域住民のニーズに合致した情報・サービスでは
なかった。つまり、住民という情報の利用者が不
在になってしまい、その為意識や関心も低く、結
果、誰も利用しない、発展しないものになってし
まった。
　また、郵政省・通産省の例でもわかるように、
推進組織が別でも結局同じような情報システム
の構築になってしまっている。テレトピアや
ニューメディアなどと名前は違うが、中身はほ
とんど変わらない。言いかえれば、国家政策上の
情報産業の振興を地域に押し付けただけなので
ある。このように行政主導で行われたきた地域
情報化には様々な問題を抱えている。
　我が国では地域情報のニーズそのものがない
のであろうか。そうではなく、実際、地域情報化
へのニーズそのものは、新聞・テレビなどマス・
メディアに対して「もっと知らせてほしいもの」
として「地域のこと」が最も多く挙げられるほ
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ど、人々の地域情報への要求は高い(図１)。つま
り、地域情報化を進める為に重要なのは、本当に
生活に必要なコンテンツ提供と、それを実現す
る組織の確立である。また、情報を受け取るだけ
でなく、自ら発信する環境作りも重要である。

１.３　教育分野における情報化の進展

　地域の情報化と平行して、情報化の波は教育
機関にも押し寄せてきている。近年そのスピー
ドはますます急速になり広がっている。その要
因として、文部省の情報教育重視の政策が挙げ
られる。「日本における情報環境は先進国アメリ

カに比べて10年は遅れている」と言われており、
その立ち遅れを克服する為、国家的目標として
情報教育を推進しようとしている(図２)。
　具体的には、1998年８月の文部省「情報化の
進展に対応した教育環境の実現に向けて 」の最
終答申によると、2002年３月までにすべての中・
高等学校，特殊教育諸学校、2004年3月までにす
べての小学校をインターネットに接続する、と
している。さらに、2003年4月から、高等学校で
情報教科が新設され、「情報Ａ」「情報Ｂ」「情報
Ｃ」の３科目から１科目選択必修となる。中学校
でも前年から、技術・家庭科の「情報とコン
ピュータ」が必修となり、小学校においても、総
合的な学習の時間を中心に情報教育を実施する
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出典）［東大社会情報研 96］
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出典）教育白書等文部省資料及び米国教育省レポート等より筆者作成
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こととなった[文部省98]。
　このような教育を取り巻く情勢により、教育
機関向け教育ツールやWWW等を利用した授業
支援システム等が数多く開発されている。世界
的にも教育の情報化は重要項目となっており、
WBT(Web-Based Training)*2 やAICC(Aviation In-
dustry CBT Committee)*3に基準した教材開発が進
んでおり、IEEE*4でも教育分野に関する技術標準
化委員会(LTSC)を設定し、AICC仕様を基盤とし
た国際標準規格の制定作業を進めている[NTT-X]。
　さらに、市販のソフトウェアを利用するだけ
でなく教師自らがパソコンやインターネットを
駆使した教材を作成しはじめている。例えば、
Java や DynamicHTML を使った数学教材[長井
99]、小学校体育におけるマット運動学習支援ソ
フト[賀川99]、などがある。
　それら成果をホームページで公開し、各学校
のコンピュータ・スキルの高い教師が中心と
なった情報化推進ボランティア組織も活動して
いる。また、地域住民のボランティア組織が中心
となり大学・小中高・図書館・公共施設等をイン
ターネットで接続し、テレビ会議や生涯教育等
を実施する、「地域ネット」「ネットデイ」*5と呼
ばれる組織・活動も数多く存在している。
　一方、情報教育を受ける生徒側の情報化も進
んできている。大学生はもとより、中学生や高校
生が携帯電話を使ってメール交換し、ホーム
ページから様々な情報を得るといったことを多
くの生徒が日常的に行っている。生活の一部と
して情報ネットワークを利用している。
　早い時期から電子メールやWWWを身近に使
用していくことで、一般の人々の情報化に対す
るスキル・知識・要望はますます高くなる。すで
に、情報処理の専門家でない一般の人々のなか
に、コンピュータに関して大学の研究者レベル
と同等またはそれ以上のスキル・知識を持った

人々が続々と生まれている。実際、一般の人々が
企業・大学等にも負けないような高度な知識・ノ
ウハウ・コンテンツを数多くインターネットで
公開している。例えば、個人が公開しているフラ
ンス語をゲーム感覚で学べるホームページ[浅見
99]、中学でのパソコン利用の株取引実習等があ
る[MBS]。
　このように、様々なコンテンツや組織が形成
されてきている。しかし、例えば、情報スキルの
高い小学校の教員が、非常に良いコンピュータ
教材を作成しても、個人では設備や作業量が限
られており、バージョンアップや保守等の対応
が十分できない。また、地域ネットやネットデイ
の組織は、多くのところが、活動、運営等につい
て手探りの状況であるにもかかわらず、他の組
織との連携や共同作業が少ない狭い範囲での活
動になってしまっている。その結果、新しいアイ
デア、コンテンツを作成しても個人レベルで終
わっていたり、同じような内容を実施している
組織は多数あるが連携が取れていない為、世間
に普及しないといった問題点がある。つまり教
育機関で創出された成果・コンテンツ・活動を社
会全体へと普及させるコミュニティが十分では
ない[井上99]。
　また、情報化は新たな問題を引き起こしてい
る。例えば、ネットワーク社会でのセキュリティ
やプライバシー等に関してである。ウィルスや
不正アクセス、掲示板やメーリング・リスト上で
の他人への誹謗中傷、個人プライバシー漏洩等
のインターネット社会特有の危険性が社会的問
題となっている[金田99]。現在のところこのよう
な問題に対する有効な法律は皆無に近く、利用
者自身のモラル、自己防衛に委ねられている。こ
ういった現状に対処すべく、大学によっては、情
報リテラシの科目を設置したり、ネチケット*6を
授業で教えるなどしている。しかし、高校生や大

*2 WBT(Web-Based Training)従来のPC単独利用の形態からLANやインターネットを利用した教育研修
*3 AICC(Aviation Industry CBT Committee)教育研修システムにおける教材と学習管理システムの間の通信手順およびデータの互換性

に関する規格。(1)利用者は、複数メーカの製品の中から、必要な内容や機能、予算にもっとも合致した教材・学習管理システム
を自由に組み合わせて選択することが可能。(2)教材コンテンツメーカは、特定の学習管理システムに依存せず、さまざまな教材
作成ソフトウェアを駆使した教材の企画・製作が可能。米国では既に政府機関や多くの企業が同規格を採用しており、我が国で
もネットワークの教育研修利用の普及により、今後大きな着目を集めていくものと想定される。URL=http://www.aicc.org/

*4 IEEE (Institute for Electric and Electronic Engineers)世界最大の電子情報通信関連学会。電気通信および情報処理関係の標準化活動
を活発に行っている。

*5 ネットデイ：学校をインターネットへ接続するために，技術的な支援や物資などといった各種資源を提供する，草の根のボラン
ティア活動。1995年9月に米国Sun Microsystems社の創立者の一人であるジョン・ゲージ氏と，KQED（北カリフォルニア向け
の公共放送会社）の情報サービスディレクターであるマイケル・カウフマン（Michael Kaufman）氏が，子供達のためにボランティ
ア活動のプランを作ったことが起源。

*6 ネチケット：「Network」と「etiquette」の造語。ネットワーク利用時のマナー。RFC1855にて規定。
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学生はもちろん、最近では小学生や中学生でも
電子メールやホームページを利用している状況
を考えると、ネットワーク社会の危険性やイン
ターネット上の著作権問題などを、大学で初め
て教えても遅すぎる。小学校や中学校、できれば
幼稚園レベルから、「ネットワーク社会とは何
か」「情報化社会の危険性」といった、情報倫理、
プライバシー問題などについて、早い段階から
教えることが必要である。今の情報教育は、例え
ると、無免許で車を暴走させている人に、後から
車の運転を教えているようなものである。そう
ではなく、初等教育の段階から、ネットワーク社
会でのモラルや決まり事といった倫理分野の情
報教育を教え、その上でワープロや表計算ソフ
ト、プログラミング言語などの技術分野を教え
ることが、情報化社会の正常な発展を支える基
盤になる。それには、最も情報教育に関してノウ
ハウ、スキルのある大学が、情報教育カリキュラ
ム、指導方法などについて小中高などと縦の連
携をとって、幼稚園から大学までの間に情報教
育をどのように進めていくかを共同で議論し、
実践する必要がある(図３)。
　以上の地域情報化と教育機関情報化の説明よ
り、これからの高度情報化社会には、我々の生活
にとって地域情報化は欠かせないものであり、
その実現には、様々な面で急速に情報化が進み
つつあり、生活に密着した「教育」分野による地

域情報化が必要であると言える。教育分野の情
報化を推進する活動・コミュニティを形成する
ことで、教育に関する情報化を行い、さらにそれ
を基盤として地域全体の情報化を目指すのであ
る。

２．アカデミック・デジタルコミュニティ

２.１　アカデミック・デジタルコミュニ
ティの提案

　本研究では、教育分野の情報化活動を通して、
現代の地域情報化の抱える問題解決を図る為、
大学を中心とした地域情報化「アカデミック・デ
ジタルコミュニティ」を提案する。アカデミッ
ク・デジタルコミュニティとは、大学が中心と
なって、地域の幼稚園から大学までの幅広い教
育機関、それに関係する個人から提案されるコ
ンテンツ・アイデアを共に実現する、共同開発型
の情報化コミュニティである。また、その活動・
成果をインターネットを通じて受発信し、地域
の教育分野に関する情報化プラットフォーム的
役割を担い、教育をテーマとした新しい地域情
報化の実現を試みるものである。
　アカデミック・デジタルコミュニティでは、地
域の幼稚園から大学までの広範な教育機関の連
携により、地域の教育に関わる多くの人々が共
同でコンテンツを作成し、情報化ノウハウ等を
蓄積し、ホームページなどで成果を発信する。現
在、いくつか実践されている、学校間をTV会議
システムで繋いで遠隔授業等を行うといったよ
うな、何かの実験を行うだけでなく、実際の教育
現場での情報化に関する、「こんなことができた
ら」「こんな問題があるがなんとかならないか」
を、大学が中心となり各組織と共同で考える。そ
して、具体的にアクションを起こし、成果を出
す。従来の教育分野の情報化は、国や地方自治体
から、「さあ、テレビ会議を導入しましょう」と
いうように、計画を与えられそれを実践するだ
けが多い。つまり、マネジメント・サイクルでい
うPlan[計画]-Do[実行]-See[確認]のうち、Do[実
行]の部分だけになってしまっている。アカデ
ミック・デジタルコミュニティでは、計画から確
認までの全てのサイクルを、地域教育機関自ら
が行うことを目標としている。
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図３　高度情報化社会に必要とされる情報教育のあり方



大学を中心とした地域情報化―アカデミック・デジタルコミュニティ創造の試み― 55

　こういった、地域の教育機関が連携し、教育を
テーマとした情報化を考え実践するコミュニ
ティを形成することで、住民主体によるボトム
アップによる地域情報化の環境が育まれていく
ものと思われる(図４)。

２.２　アカデミック・デジタルコミュニ
ティの特徴

　アカデミック・デジタルコミュニティの特徴
として、教育分野情報化、共同開発型コミュニ
ティ、インターネット等情報技術の活用がある。
　まず、電子商取引やサプライチェーン・マネー
ジメント等の経済・産業分野の情報化は、企業の
存続に直結するものであるから、莫大な金額・人
材を投入し、急速なスピードで情報化が進んで
いる。一方、教育分野の情報化は、教育という国
を支える上で極めて重要な要素にもかかわらず、
その対応は遅れている。したがって、様々な組織
が教育分野の情報化を考え、実践し、そして、普

及させることが我が国の発展に必要である。以
上のような観点から教育分野を中心とした。
　次に、共同開発型コミュニティであるが、今ま
での地域情報化の反省点を踏まえ、情報を受け
取るだけでなく、情報の受給者がインタラク
ティブに情報を発信し、また、参加できるコミュ
ニティを目指す。具体的方法として、アイデアや
要望をインターネット等で公開し、メール・Web
等の仮想空間上や現実に集まっての議論を行い、
コミュニケーションを高め、それにより魅力あ
るコンテンツ提供、参加者の拡大を図る。
　そして、ホームページやテレビ会議、３次元画
像、データベース等の技術を使って、要望を実現
化する。また、その結果を世界へ発信し、他の組
織や団体との連携も行う。重要なのは、計画を考
えるだけでなく実際に行動することである。そ
の為に、各種情報技術を利用するのである。

図4.アカデミック・デジタルコミュニティ構想
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２.３　大学を地域情報化の中心組織とす
る意義と目的

　アカデミック・デジタルコミュニティでは、そ
の活動を推進する為の核となる組織を大学とす
る。情報化を強力に推し進めるには、必ずリー
ダーとなるべき個人・組織の存在が不可欠であ
る。船津によると、情報化や地域に対する展望に
ついていわば「哲学」と熱意を持ち、関係者や住
民に対してリーダーシップを発揮する人物が必
要であるとしている[船津99]。
　大学を中心組織とした理由として、以下の三
点が挙げられる。まず、情報化を推進する為に必
要な各種インフラが整っている。ここでいうイ
ンフラとは、情報化に必要な、ハードウェア資
源、人的資源である。最近は地方の小規模大学や
短期大学においても情報教育には力を入れてい
る。文系・理系に関係無く、情報リテラシ、ワー
プロや表計算等の基礎情報処理演習はほとんど
の大学で実施しており、その規模・性能に差はあ
るが、コンピュータやインターネット等の情報
設備も整備されている。また、教職員や学生に
は、情報関係の専門家やそれに近い技術レベル
を持ったものがいる。このような物的・人的資源
をコンテンツ制作やアイデアの実現化に活用す
る。
　次に、大学の社会への貢献である。国立大学の
独立行政法人化や私学助成金削減等が議論され
ており、大学を取り巻く状況は非常に厳しく
なっている。国公立私立大学には、多額の税金が
投入されており、大学の社会に対するアカウン
タビリティ(説明責任)がますます求められてい
る。研究成果を論文や学会発表するだけでなく、
社会に対し目に見える形で活かされることが望
まれている。最近では、産学共同や地域住民向け
公開講座等、大学と社会との接点も多様化しつ
つある。大学と地域教育機関との人的交流や、共
同作業、設備利用等を行い、地域社会に貢献する
大学の一つのアプローチとしたい。
　最後に、大学の生き残り戦略がある。18歳人
口は、1999年の約153万人から、2010年には約
120万人に減少するといわれており、各大学は生
き残りへの変革を実施し始めている。短期大学
の四年制への移行、女子大学の共学化等はその

一例であろう。また、これからの大学はグローバ
ル化に対応しつつ、地域密着型戦略を取る大学
が増加すると言われている。この街にはこの大
学がある、街のシンボル的ポジションを得るこ
とで、大学の特徴を広く社会に知ってもらい、生
き残りへの方策とする。地域情報化へ貢献しな
がら、大学側も自己改革の一つと位置付ける。

２.４　アカデミック・デジタルコミュニ
ティの活動

　では、実際にアカデミック・デジタルコミュニ
ティはどのような活動を目指しているのかを説
明する(図５)。
　地域の高校・中学などの教師や生徒、保護者で
情報化に関するアイデアや要望を持っている個
人やグループがいる。そのアイデアなどをアカ
デミック・デジタルコミュニティに提案する。ア
カデミック・デジタルコミュニティでは、そのア
イデアなどを大学側に紹介し仲介役となる。大
学では、研究者や学生が、そこから興味を持った
テーマを見つけ、提案者と共同研究を実施する。
大学では、研究室からでは見えにくい、実社会で
起こっている問題意識や提案に接する事ができ、
研究の幅が広がることも期待できる。
　そしてそういった活動から、新しい技術やコ
ンテンツが創出される。当面は、学習教材や授業
方法、インターネット利用方法などを考えてい
る。この創出されたアウトプットで可能なもの
があれば特許化する。特許の所有権は、アカデ
ミック・デジタルコミュニティが一括管理し、開
発者の申請・更新・維持に関わる手間を肩代わり
する。また、そのライセンス使用を希望する企業
等への情報提供も行う。それにより、ライセンス
使用料などの収入が入れば、開発者に還元しさ
らなる研究に役立てる。
　大学等での成果を特許化するというのはアカ
デミック・デジタルコミュニティが始めてでは
ない。近年組織化が進んでいるTLO(Technology
Licensing Organization)という組織がある。これ
は、大学や研究機関などの研究成果や新技術を
発掘し、研究者に代わって特許等の形で権利を
取得し、その事業化を希望する民間組織に対し
技術移転を行う組織である。個人では難しい特
許申請や管理、ライセンス先の紹介等を実施し、
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産学共同の推進を目指している。
　確かに、TLOでは研究者が、煩雑な特許申請
などに煩わされることなく研究成果を社会へ還
元可能にしたことで、学術振興や新しい産業創
出等の一定成果は見こまれる。しかし、TLOだ
けでは社会生活に本当に必要とされているサー
ビスや商品等を生み出すことは難しいであろう。
なぜなら、多くのTLOが対象としているのは大
学や研究所といった研究機関から生み出される

「理工系分野」の技術が中心であり、より複雑化
してきている社会情勢に対応するには、文系・芸
術系・医学・経済の各分野、そして大学だけでな
く高校や中学などの幅広い分野、組織からの成
果移転が必要である。つまり、アカデミック・デ
ジタルコミュニティは、様々な分野・組織から社
会への成果移転といった役割も有しており、
TLOとは違う視点からの社会貢献が見こまれる。

２.５　デジタル・シティの教育分野への
適用

２.５.１　デジタル・シティとは

　本研究では、アカデミック・デジタルコミュニ
ティ実現への手法として、近年、世界各地で開発
が始まりつつある「デジタル・シティ」のコンセ
プトを適用する。
　デジタル・シティとは、都市の情報を集積し、
インターネットの中に市民交流の場、様々な情
報を提供するインターネット上の新しいコミュ
ニティであり、次世代の社会情報基盤を目標と
している。現実の街をネットワーク上に再現し
たり、地域に関する観光や商店等の情報をネッ
トワークで提供し、地域情報化を推進している。
　デジタル・シティは1994年頃から議論が始ま
り、欧州、米国では実際にいくつものデジタル・
シティが構築されており、我が国でも1998年か
ら京都でデジタル・シティの構築が始まった。こ
こでは代表的な、アメリカンオンライン、ヘルシ
ンキ、京都の各デジタル・シティの現状について
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図5.アカデミック・デジタルコミュニティの活動
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図6　AOL版デジタル・シティ

図７　ヘルシンキ版デジタル・シティ

図８　デジタル・シティ京都
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述べる。
　米国では、全世界に1700万人の会員数を持つ
インターネット・サービス会社であるAOL社(ア
メリカンオンライン)が全米65都市でデジタル・
シティを開発している[AOL]。インターネットで
その都市の情報を調べようとすると、Yahoo*7等
の検索サーバではヒット数が莫大な数になり、
本当に探している情報が埋もれてしまい手に入
りにくい。その地域の観光案内やショッピング
ガイド、不動産情報、就職案内等の都市固有情報
を集積し、地域情報サービスを目指しているの
がAOL版デジタル・シティである(図６)。
　次に、世界で最も携帯電話とインターネット
が普及しているフィンランドのヘルシンキでは、
2000年に向けてヘルシンキ市民にテレビ放送レ
ベルのマルチメディア情報を享受できるような
広帯域ネットワークを構築し始めている
[helsinki]。その市全体を網羅する広帯域ネット
ワークのシンボル的システムとして、ヘルシン
キ全市を３次元化する試みが進んでいる(図７)。
　また、我が国でも1998年10月からデジタル・
シティの構築が京都で始まった[京都]。京都で
は、街に関するホームページ集積、商店街や観光
施設の３次元化、バス運行状況リアルタイム表
示等を企画しており、市民生活を支える社会情
報基盤を目指している(図８)。

２.５.２　教育分野デジタル・シティ

　開発が活発化しているデジタル・シティであ
るが、その目的や中心となる組織、提供される
サービスはそれぞれ異なっている。例えば、AOL
版デジタル・シティでは、オンライン・ショッピ
ングや観光案内の情報が多く、また、運営組織も
インターネット・サービス・プロバイダである
AOLが進めており、コンテンツ・組織共に商用
目的の色彩が強い。
　一方、ヘルシンキでは、ヘルシンキ・テレホン・
コーポレーションという企業が始めたが、その
後、市や大学も参加しており、企業・大学・行政

連携の大規模な共同プロジェクトの様相を呈し
ている。街全体を網羅する高速ネットワークや
3D都市の構築によって、都市インフラの情報化
による市民生活向上を目指している。
　また、京都では、京都大学とNTTコミュニケー
ション科学基礎研究所との共同研究プロジェク
トが中心組織となっており、大学と企業の研究
所が連携した、極めて実験的意味合いが強いプ
ロジェクトである。テーマとしては、次世代の社
会情報基盤の整備、となっており、京都という街
に散在している様々な情報をデジタル化するこ
とを進めている。
　このように、デジタル・シティ構築のテーマと
して、「商用」「観光」「市民生活」「社会基盤」と
いったキーワードがあるが、現在のところ「教
育」をテーマにしたデジタル・シティは構築され
ていない。
　本研究では、アカデミック・デジタルコミュニ
ティ実現への手法として、教育に関する情報統
合、コミュニティの創造、情報化基盤整備、運用
などの側面を、デジタル・シティのコンセプトを
応用し、実現を試みる。
　現実社会での事象をインターネットの仮想空
間で再現する、活動を通して新たなコミュニ
ティが形成される、マルチメディア・データを統
合化する、といった活動・技術が教育分野でも適
用可能であると考え、デジタル・シティのコンセ
プトを適用した。デジタル・シティの有効性は、
商用・観光・生活・教育といった多くの方向性が
あり、また、その構築に人々が参加できるところ
にある。教育をテーマとしたデジタル・シティを
構築し、インターネットで世界へ発信する。地域
でこのような活動は、例えば、スイスのダボスと
いう小さな街が「世界経済フォーラム(ダボス会
議)」*8の年次総会を開催することによって、世界
の政財界でその街を知らない人はいないように
なったように、教育分野デジタル・シティを構築
することで、街のアイデンティティ確立と世界
へのアピール手段としての可能性が考えられる。
　また、先に説明した、教育分野情報化のところ
での幼稚園から大学まで情報教育に関する連携

*7 Yahoo：世界的なサーチエンジン。1994年夏、当時スタンフォード大学博士課程の学生であった、ジェリー・ヤンとデビッド・
ファイロが設立。もともとYahooとは無作法者の意味。

*8 世界経済フォーラム(ダボス会議)ダボス会議とは、スイスの保養地ダボスで年に１回開かれる｢世界経済フォーラム｣（本部・ジュ
ネーブ）年次総会の通称。民間財団の主催ながら各国の首脳、閣僚、大企業の トップなど2000人に及ぶ参加者が約１週間にわ
たり、政治、経済から文化まで幅広 く討論する。要人の重要発言が飛び出したり、極秘のトップ会談が行われたりするほか 、国
際的な影響力を持つサロンの役割を果たす。
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実現にも貢献が期待できる。現実社会の一部を
仮想空間に再現し、インターネット上に教育に
関する地域コミュニティが構築される。そこに
は、幼稚園から大学までがひとつのWeb上に並
んでおり、ネチケットに関して小学校ではどの
程度教えているのか、大学では著作権問題をど
う取り上げているか、といった各教育機関での
カリキュラム内容が仮想空間に集合できる。つ
まり、お互いの不足している点や、教育内容がイ
ンターネット上で情報交換され、各組織で閉じ
られた議論ではない横断的な情報教育の展開が
望める。現在では、例えば、情報処理以外の授業
でコンピュータを利用した授業を実践しようと
しても、最初にキーボード操作や日本語変換等
を教え、その次にホームページやワープロ・ソフ
トの利用方法を演習し、ようやくその後、本来の
教育内容である経済や語学といった分野でのコ
ンピュータ利用に関する内容にたどり着く、と
いったことは珍しくない。また、別々の授業で、
Windowsの基本操作やコンピュータの歴史など
の、一般的内容を重複して教えている場合も
多々見うけられる。このような非効率さ、情報不
足を解消する為にも、仮想空間を用いたコミュニ
ティによる情報集積・伝達が有効であると考える。
　一方、プライバシーやセキュリティ問題等に
関しても、コンピュータの中だけでおこってい
る遠い事象ではなく、現実に近い仮想空間を活
用することで、その危険性・問題点をよりリアル
に伝達でき、情報倫理教育にも活用可能である。

３．アカデミック・デジタルコミュニティ
の実践

３.１　大学・高校連携による教育分野デ
ジタル・シティ構築

　アカデミック・デジタルコミュニティの実践
として、地域の大学・高校連携による、教育分野
デジタルシティの構築をスタートした。このプ
ロジェクトは、大阪府枚方市にある、大阪工業大
学情報科学部情報センター*9と、その近隣にある
大阪府立牧野高校との共同プロジェクトである。

　本プロジェクトの目的としては、大学と高校
が共同で、地域の教育機関がコンテンツを蓄積
し、情報発信できる「地域教育機関デジタル・シ
ティ」の構築を目指している。２次元地図や３次
元建築物を用いて、街にある大学や高校を仮想
空間上に表現し、大学や高校で作られている
ホームページやマルチメディア・コンテンツ、教
育ツール、研究成果等をインターネットを利用
して受発信可能な、教育分野の情報受発信基盤
の構築を目標とする。その第一歩として、大阪工
業大学情報科学部と牧野高校の３次元画像化を
実施した(図９)。
　この３次元仮想空間では、簡単なマウス操作
で自由に校舎内を移動でき、他のサーバのホー
ムページへのリンクや、テレビ会議ソフトウェ
アや音声・動画等のマルチメディア・データとの
連携も簡単に行える。通常のホームページより
表現方法の多様化が可能であり、インタラク
ティブなコミュニケーションが容易に行える。
従来の２次元のホームページでは、現実の街や
空間を表現しにくい為、現実社会とインター
ネット空間との親和性が低かった。しかし、より
現実の街に近い３次元画像を利用することで、
現実空間と仮想空間の垣根が低くなり、現実感
を感じることができる。つまり、現実社会がネッ
トワーク上の仮想空間と違和感なく接続される
ことにより、パソコンやネットワークなどの専
門知識がない一般の人々でも誰もが簡単に参加
できるようになる。
　 ３ 次 元 化 さ れ た 学 校 は 、 H T M L
(HyperTextMarkupLanguage)で記述されたホーム
ページと同様に、通常のWWWブラウザ上で表
示される。つまり、WWWブラウザがあればユー
ザはすぐにコミュニケートできる*10。３次元化
には、京都デジタルシティで採用されている３
次元画像記述言語「3DML」を使用した。3DML
は米Flatland社が開発した3次元画像記述言語で
ある。この3DMLでは、HTMLに良く似たコー
ディング方法で記述すれば、WWWブラウザ上
に3次元画像が表示される。開発には、特別なソ
フトウェアやサーバは必要なく、一般のテキス
ト・エディタがあればすぐに作成が可能である。
また、コンパイル等も必要なく、UNIXやWindows

*9 大阪工業大学情報センター(情報科学部担当)元勤務の井上明による研究活動。
*10 WWWブラウザへ3DML用Plug-inが必要。
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図９　大阪工業大学３DML画像

図10　3DML
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といったオペレーティング・システムにも依存
しない。さらに、写真を３次元画像へテクスチャ
として貼り付け可能である。写真を利用するこ
とでその表現力は飛躍的に高くなる。具体的な
開発方法は、３次元のブロックを積み重ねてい
くようなイメージで作成する。もともと変数と
して決められている、「Full」や「Floor」といっ
た変数名で表現されるブロックを、どこにいく
つ配置し、そのブロックのテクスチャにどの画
像をはめ込むかを繰り返しながら作成していく
(図 10.3dml)。
　3DMLの唯一の欠点は、ブロックの大きさ、形
が最初から決められており、ユーザ側で自由に
ブロックのサイズや種類を作成できない点であ
る。つまり、積み木と同じで、大きさや形が決め
られた積み木を使って、全体を作っていくよう
なものである。したがって、人物や風景といった
細かい表現や、全体の縮尺の調整を表現しにくい。
　大阪工業大学デジタルシティでは、外観から
校舎内まで全てを３次元化し、ネットワーク上

であたかも校舎を歩いているかのようなウォー
クスルーが可能である。さらに、事務室や各教員
の研究室の前を通過したり、ドアにカーソルを
あてると、自動的に事務室や研究室のホーム
ページが表示される。エレベータを押すと上下
階にも移動できる。また、テレビ会議ソフトウェ
ア(Microsoft社NetMeeting)と連携し、画面に表示
される相手の顔写真をクリックすれば、自動的
にテレビ会議ソフトウェアが起動し、すぐに遠
隔会議が行える。今回の構築では実装していな
いが、例えば、WWWブラウザに表示されるバー
チャル学校にアクセスし、廊下から歩いて教室
に入っていき、今その教室で行われている授業
を自宅で受講する、といったことも技術的には
可能である(図 11)。
　一方、牧野高校デジタルシティは、まだ開発途
中であり、最終的な形態まではいたっていない。
しかし、大阪工業大学と同様に、まず校舎の３次
元化に着手しており、順調に作業は進行してい
る。予定では、2003年から開始される「情報科

図11　大阪工業大学情報科学部校舎内3DML画像
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目」や、数学・英語といった授業で使用できるよ
うなコンテンツを３次元校舎に集積し、自分の
学校で使用するだけでなく、広く世界へ公開し、
教育の情報化に役立てたいと考えている(図12)。
　このように、３次元画像記述言語3DMLを利
用し、３次元仮想学校のプロトタイプ構築を進
めており、3DMLの持つ表現力、データ統合性、
操作性などを確認することができた。また、教育
分野デジタル・シティとしての機能、構築方法、
可能性などの実現性を具体的に検証した。
　今後、実際に学生や教員、住民がこの仮想学校
にアクセスし、どういった利用形態をするのか、
また、どのような発展が見こめるのかを考察し
ていく必要がある。

３.２　アカデミック・デジタルコミュニ
ティ実現へのプロセス

　今回の教育版デジタル・シティの構築は、大学

と高校が共同で作業を実施している。大学側で
は、機材、人材ともに豊富であるから、3DMLで
の３次元学舎作成も大きな問題もなく順調に進
んだ。しかし、アカデミック・デジタルコミュニ
ティの主張として、「地域教育の情報化」を実現
するには、他の教育機関も自らこういった新し
い技術を利用し、情報を受発信することが必要
と考え、大学以外の教育機関での実現性を探る
意味で、地域の高校と連携した。
　当初、高校側に共同作業を持ちかけるにあ
たって、以下の懸案事項が浮かび上がった。

・高校側の誰が作業を担当するのか(教員、生
徒、保護者等)

・作成するに必要な環境は揃っているのか(パ
ソコン、ソフトウェア等)

・教員・高校生のコンピュータに関する知識・
スキルがどの程度あるのか(キーボードを
触ったことがあるぐらい、それともプログ
ラミングができるぐらいか）

・高校側が今回のプロジェクトに賛同してく

図12　牧野高校3DML画像（全体図、玄関、２階、中庭）
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れるか
　しかしながら、実際にプロジェクトをスター
トしたところ、その多くが問題とならなかった。
　まず、高校側での作業担当者として、パソコ
ン・クラブの部員に担当を願うこととした。プロ
トタイプ構築作業を進めるにあたってはある程
度、始めからコンピュータに関する知識、スキル
を持った者が適切であるという考えからである。
　パソコン・クラブ顧問の先生に、今回のプロ
ジェクトの説明をしたところ、快く引き受けて
もらえた。おそらく、情報通信技術に関する、大
学側の最新技術・ノウハウの提供や、人的交流に
よる様々なメリットが、高校側に認識してもら
えたことによるものであろう。現場に行って感
じたのは、高校側の教育情報化に対する要望や
問題意識の高さには、目を見張るものがある、と
いうことである。情報科目の新設という背景だ
けでなく、「コンピュータを使って何かしなけれ
ば」といった、意識を多くの教師が持っている。
しかし、何をどうやってやれば良いか分からな

い。今後、アカデミック・デジタルコミュニティ
が、英語や社会、物理・化学といった授業にもこ
んな風にインターネットやコンピュータが活用
できるといった見本の提示も必要であろう。
　さらに興味深かったのが、パソコン・クラブ部
員のコンピュータ・スキルが、予想を遥かに上回
る高いレベルであったことである。ある程度の
知識・スキルを持っていることは予想していた
が、パソコンの基本的操作(ファイル操作、画像
処理、各種ソフトウェア操作)はもちろんのこと、
プログラミングや通信関係にも高い技術・知識
があった(図 13)。
　今回、３次元画像作成に3DMLを使用したが、
その選定理由として、高い情報統合性能、拡張
性、開発環境の柔軟性、作成の容易性があった。
特に、誰もが簡単に作成するには、容易で理解し
やすい言語が必要である。そこで、簡単に３次元
画像が作成可能な3DMLを選択したのである。し
かしながら、いくら簡単とはいえ最低限HTML
程度は理解しておかないと3DMLは作成できな

図13　牧野高校でのデジタル・シティ構築風景



大学を中心とした地域情報化―アカデミック・デジタルコミュニティ創造の試み― 65

い。本当に高校生に3DMLで３次元画像が作成
できるのかは疑問であったが、パソコン・クラブ
部員はほぼ全員 HTML はマスターしており、
3DML も数回のレクチャーでそのほとんどを習
得した。
　ホームページでの３次元画像記述言語には
3DML の他に、VRML(Virtual Reality Modeling
Language)*11もある。こちらは高機能だか、非常
に難解な言語であり、誰もが簡単に作成できる
ものではない。しかし、このパソコン・クラブ部
員のレベルでなら、VRMLでの仮想校舎構築も
可能かもしれない。
　近い将来、パソコン・クラブの部員のようなコ
ンピュータに関する知識の高い一般の人々が社
会に出てきた時、我が国でも何かが変わる気が
する。オペレーティング・システムやデータベー
ス、CPUなどはほぼ米国が独占状態だが、携帯
電話を利用したインターネットなどは日本が世
界をリードしている。つまり、従来技術の高度化
だけでなく、全く新しい分野・技術の創造が必要
とされている。例えると、原子力発電にかわる風
力発電のような発想の創造が、我が国の情報通
信技術にも必要であろう。その実現には、まず情
報教育の充実が不可欠である。アカデミック・デ
ジタルコミュニティがその一翼を担えればと思う。

４．考察

４.１　本研究の主な成果

　本研究では、住民主体の地域情報化を実現す
る為のアプローチとして、教育分野の情報化を
取り上げ、情報化活動の中心組織として大学を
位置付けた。そして具体的活動として、大学・高
校共同による教育版デジタル・シティ構築プロ
ジェクトを実践した。その結果、以下のような成
果を得ることができた。

(1)  従来の地域情報化プロジェクトで曖昧にな
ることが多かった情報化の核となるコンテ

ンツに、「教育」を適用した。そして、教育
分野情報化を具体化するために、大学を中
心とし、地域教育機関の連携による情報化
コミュニティである「アカデミック・デジ
タルコミュニティ」を提案した。

(2)  アカデミック・デジタルコミュニティの実
践として、インターネット等情報通信技術
を活用した地域情報化プロジェクト「デジ
タル・シティ」のコンセプトを応用し、地
域教育機関をインターネット上の仮想空間に
再現する、教育分野デジタルシティを大学・
高校の連携プロジェクトとして構築した。

(3)  教育版デジタル・シティの構築プロセスの
課程で、大学と高校との地域教育機関同士
の幅広いコミュニケーションを形成できた。

　教育分野デジタルシティでの、3次元仮想校舎に
教育コンテンツ・授業方法・掲示板等を集積する
ことで、地域教育に関する「ポータル・サイト」*12

としても利用可能である。住民向け生涯教育、大
学の公開講座、保護者会、資格講座等をより現実
に近い３次元画像で地域住民へ提供し、教育に
関することはアカデミック・デジタルコミュニ
ティのページに行けば全て揃っている、という
ようになれば、必然的にインターネットを利用
する住民が増加し、その結果、地域情報化にも大
きく貢献するものと考えられる。
　アカデミック・デジタルコミュニティは、地域
情報化への新しい方法論を提案し、地域情報化
と教育分野情報化という両側面から、生活者を
起点とした地域情報化社会実現の可能性を提示
するものと考えられる。

４.２　今後の研究課題

　本研究において、今後、以下の２点の課題につ
いて研究を進めていきたい。まず、アカデミッ
ク・デジタルコミュニティでは、共同作業やアイ
デアの提案などにより、具体的演習コンテンツ
や授業手法等が創出される。そして、それらを世

*11 インターネット上で３次元的な仮想現実を表現するためのモデリング言語。VRMLは通常テキストで書かれた文章で、対応ブラ
ウザでその文章を見ると、３次元物体が表示される。尚、VRMLにはいくつかのバージョンがあり、最新のバージョンではさま
ざまな効果をもたらす仕様が追加されている。

*12 ポータルサイトとは、インターネットの玄関にあたるページを指す。サーチエンジン、ニュース速報、オンラインショッピング、
掲示板等インターネット上の様々な情報が集約された、利用者がWWWに接続した際に最初に訪れる「入り口（ポータル：portal）」
となるサイトのことである。
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間に送出する為、特許化できるものは特許を取
得し、企業等へ技術移転を実施したいと考えて
いる。そうすることで、社会に貢献し、かつ、
フィードバックが得られるのである。しかし、例
えば、アイデアは公立小学校の教員が考え、具体
的システム開発を大学で担当した場合の、その
成果物に対する権利所在、企業がその特許を使
用した場合のフィードバック方法、特許権の主
体等を策定しなければならない。公立学校教員
は、報酬を得る活動を行うには、事前に許可をと
らなければならず、容易に活動することは出来
ない等制約事項が多数存在する。この成果の特
許化というのは、先に説明した大学での産学共
同活動であるTLOで実践されている。しかし、ア
カデミック・デジタルコミュニティでは、大学や
研究機関にとどまらない、地域教育機関全体か
らの社会への成果創出の役割も担っている。ア
カデミック・デジタルコミュニティを普及させ
る為にも成果の特許化は欠かせない。今後、様々
な懸案事項はあるが特許化を実現していきたい。
　次に、組織形態をどうするかを考えていきた
い。おそらく本格的にアカデミック・デジタルコ
ミュニティが普及すると、活動の中心と位置付
けた大学が複数になる可能性がある。こうなっ
た場合、玄関となるホームページをどこの大学
に置くか、事務的作業分担、共同購入の備品管理
等の問題が考えられる。おそらく、１大学が全て
を担当するのではなく、大学とは別組織に分離
した方が、活動の幅も広がると思われる。先の図
5ではそういったことから、大学とは切り離して
いる。組織として継続的に発展するには、アカデ
ミック・デジタルコミュニティに関係する人々
の自発的行動に支えられるところが多くなるだ
ろう。大学が中心組織となるが、大学と参加者の
間に権力的上下関係が発生するわけではない。
参加者は、教育の情報化という共通の目標に
よって繋がっているひとつのグループを形成す
る。教育情報化や情報化社会の発展に教育とい
う側面からの貢献、といったような要望や提案
を持っている人が自発的に情報を出したくなる
ような仕組み作りが必要なのである。その為に

は、参加者が何かしらの満足感を得ることが重
要である。今回実践した教育分野デジタル・シ
ティ構築は、３次元校舎という目に見える成果
が参加者の興味を引き、それらを自分達が作成
しているという満足感を与えた。このようなボ
ランタリーな活動を基盤に、情報を共有し蓄積す
るコミュニティ型組織の確立を実践していきた
い。

５．おわりに

　本研究では、現在までの行政主導の地域情報
化の現状と問題点を明らかにし、地域情報化が
一般に普及しなかった原因は、機器中心主義と
不適切な情報化牽引組織にあると分析した。そ
して、住民参画型の地域情報化を推進するコン
テンツとして、教育に着目し、大学が中心となり
地域教育機関連携による情報化コミュニティで
ある、アカデミック・デジタルコミュニティを提
案した。そのアカデミック・デジタルコミュニ
ティの実践として、大学・高校の連携による教育
分野情報化を主眼とした、教育分野デジタル・シ
ティ構築プロジェクトを開始した。教育分野デ
ジタル・シティの構築には、３次元画像記述言語
3DMLを使用した。インターネット上の仮想空間
に、より現実に近い３次元画像で校舎を再現し、
誰もが身近に参加でき、そして、様々なマルチメ
ディア情報を意識することなく利用可能な情報
プラットフォームを構築した。これらは、情報の
集積地、教育情報化のポータル・サイト的機能も
担っている。また、教育分野デジタル・シティ構
築の活動そのものを通して、大学と高校間の、現
実・仮想の両極面でのコミュニケーションが形
成され、知識の共有、人的交流がより活発化した。
　行政主導による地域情報化も、大規模ネット
ワークの敷設や、学校へのコンピュータの整備、
といった基本的インフラ構築には効果がある。
しかし、そのインフラの構築も、近年では企業
が主体となり、無線や衛星を利用したインター
ネット・サービス*13 や、教育機関は無料とする

*13 現在では一般ユーザがインターネットに接続する場合、NTT等の電話回線を利用するパターンが多い。しかし、加入者系無線ア
クセスシステムは、WLL（Wireless Local Loop）、FWA（Fixed Wireless Access）などとも呼ばれており、低コストで高速なバッ
クボーンにアクセスできる方法として最近注目を集めている。いわゆる「ラストワンマイル」に、準ミリ波帯・ミリ波帯を利用
することで、最大で150Mbps前後の高速データ通信を実現する。1999年春には、ソニーが第一種電気通信事業者の免許を取得す
るとともに、2000年 7月を目標に、加入者系無線アクセスシステムを用いたサービスを展開することを表明している。
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インターネット接続*14 が計画されているなど、
ハードウェア整備を担当してきた行政主導の情
報化はよりいっそうニーズが低くなるであろう。
つまり、アカデミック・デジタルコミュニティの
ような、コンテンツ重視の活動の必要性はます
ます高まると考えられる。
　これまでの地域情報化の議論は、複雑で多様
化している社会を情報化によりどのように問題
を解決するのか、という大局的な視点からの方
策が欠けている。解決すべき問題があいまいで、
目標が明確でない。その結果、とりあえずハード
ウェアを揃えればいいだろうといったような、
目標のずれた情報化になったといえる。これか
らの高度情報化時代には、現実におこっている
問題を迅速かつ的確に対応する為の政策が必要
である。そして、その政策に基づき活動を実施
し、結果を出すことを考えなければならない。
　本研究で提案したアカデミック・デジタルコ
ミュニティでは、「教育分野による地域情報化」
の実現を解決すべき問題とし、その具体的活動
として教育分野デジタル・シティ構築を実施し
た。このようなテーマは、実社会での問題を発見
し、技術によって具体的問題解決を目指す、総合
政策的観点から生み出されたものである。本研
究が地域情報化への政策のひとつとなることを
期待する。
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